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	「泊3号機営業運転の中止を求める」緊急要請打電行動の取り組み（取り組み要請）


2011道本部総合政策局発第410号
2011年８月12日
　　　地方本部
各　　単　　組　　執行委員長　　様
　　　総支部
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　　潔
（自治体政策部）
「泊原発３号機営業運転の中止を求める｣緊急要請打電行動のとりくみについて
（取り組み要請）
　

日ごろのご健闘に心から敬意を表します。

　北海道電力は９日、試験運転中の泊原発３号機について、経済産業省原子力安全・保安院の指導により最終審査を受検しました。
泊３号機の営業運転再開をめぐっては、同日、海江田経産相は道知事に文書で「営業運転再開は再稼働にあたらない」と回答。原子力安全・保安院は最終検査に関する道の判断を待たずに、北電に泊３号機の最終検査を受けるよう指導し、同日夕方から保安院による最終検査が実施されました。
11日には、原子力安全委員会が保安院の最終検査を了承しました。法令上必要のない保安院と安全委による二重チェックは、政治主導で急きょ決められたものではありますが、安全委と政府の認識の食い違いも浮き彫りになっています。

海江田経産相は、道知事の同意が得られるまでは検査終了証を交付しないとしたことから、最終的には地元同意を待つこととなっている状況です。

　福島原発事故が依然として深刻な状況が続き、さらには国がすべての原発の安全性を総合的に評価する「ストレステスト｣の実施を決定する中、全国に先駆けて「なし崩し的に」営業運転に踏み切ることは断じて容認できません。

　道平和フォーラムは本日、道に対しては「泊原発３号機の営業運転再開を認めないことの申し入れ」を、北電に対しては「泊原発３号機の最終検査受検に対する抗議」を行い＜別紙参照＞、あわせて各単産・地域（ブロック）に対して、下記のとりくみを行うよう要請がありましたので、最大限の取り組みをお願いします。

記

１．「泊原発３号機営業運転の中止を求める｣要請打電行動

(1)　あて先

①北海道電力株式会社　取締役社長　佐藤　佳孝　様

〒060－8677　札幌市中央区大通東１丁目２番地

ＦＡＸ（０１１）２１０－９５８６

　　文例：道民の不安が払拭されていない中で、営業運転に向けた最終検査を受けたことに抗議する。
②北海道知事　高橋　はるみ　様

　　〒060-8588　札幌市中央区北３条西６丁目　北海道庁内

　　　　　　　　　　ＦＡＸ（０１１）２４１－８１８１

　　福島原発が依然として収束せず、事故原因などの究明・検証がなされない中、泊原発３号機の営業運転は断じて容認できない。
(2）取り組み期日　２０１１年８月１６日（火）まで

２．その他　　
不明な点は、総合政策局自治体政策部（山木・佐々木）まで連絡してください。ただし、時期的なこともあり連絡が取れない場合は、あらかじめご容赦いただきますようお願いします。　
ＴＥＬ　０１１－７４７－３２１１
以上

「泊3号機営業運転の中止を求める」要請打電行動

取り組み報告
【報告先】ＦＡＸ　０１１－７００－２０５３

報告に際して、送信表は不要です。

　　地方本部名　　　　　　　　　　　　単組・総支部名　　　　　　　　　　
　　

	
	北海道電力
	北海道知事

	要請行動実施の有無
	
	


· 抗議行動を行った先に「○」を記入してください。
